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研究成果の概要（和文）：人口減少は日本中の問題となっており、特に中山間地域では少子・高齢化により地域
の維持自体が危機的状況に陥っている。一方で、道路インフラの発達により人々の行き来が活発になっているこ
とから、地域を維持する自治の主体を住民および自治体に限定するのではなく、地域に出入りする様々な主体を
含めたネットワーク型の組織と捉え、その体制構築を目指した。
本研究を通じて最終的に転出子を始めとした「関係人口」による自治を構築するプロセスデザインの手法を開発
し、複数の地域での実践を含めて検証を進めた。また、同時に社会的に認識の高まった「関係人口」の捉え方に
ついて、広く社会に研究成果の還元を行った。

研究成果の概要（英文）：Declining population has become a problem throughout Japan, and especially 
in the mountainous areas, the maintenance of the area itself is in a critical situation due to the 
declining birthrate and aging population. On the other hand, since the movement of people became 
more active due to the development of road infrastructure, the autonomous system that maintains the 
region is not limited to residents and local governments, but a network includes various bodies that
 move in and out of the area. This research project aimed to design the process of the Region 
oriented network autonomy system.
Through this research, I developed a method of process design that builds autonomy by the "related 
people " including the out-migrants, and proceeded with verification including practice in multiple 
regions. At the same time, the research results were widely returned to society on how to capture 
the “relevant population” that has become more socially recognized.

研究分野：地域計画
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研究成果の学術的意義や社会的意義
これまで、学術的には地域における「自治」は住民自治と団体自治によって定義づけられてきたが、人々の移動
が活発化した今日においては居住者である「住民」のみを住民自治の担い手として位置づける事自体が現実的で
はない。そこで地域における自治自体の再定義を行った上で「地域を核としたネットワーク型」の自治を提示し
たことに大きな意義がある。
また同時に2019年策定された第2期「まち・ひと・しごと総合戦略」で「関係人口の創出・拡大」が位置づけら
れたことから地域外の主体の位置づけは社会的関心事となっており、様々な手法が乱立する中で“地域を核とし
た”自治を提示し、社会に還元したことは大きな意義があったと言える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
人口減少局面に入り, さらには「消滅自治体問題」も叫ばれるなか, 人口減少の顕著な地
域では地域の維持に向けた自律的な自治システムの再構築は必要不可欠となっている。一
方で, 総務省や農水省を中心に過疎化の進む地域への人的支援施策や UIJ ターンをはじめ
とした田園回帰の動きが生まれるなど, 地方を取り巻く状況は必ずしも悪化の一途をたど
っているとはいえない。更にインフラの普及により, 人々の動きも活発化しており, これま
でのような地域単独での地域維持から地域内外の様々な主体が連携した自治を模索する必
要がある。そこで, 本研究ではこうした地域内外の連携による「ネットワーク型自治」を段
階的に構築するプロセスを示すことが重要である。 

 
２．研究の目的 
申請者は, 「地域おこし協力隊」に関する研究と同時に, 移住も含めた地域づくりの研究を
進めてきた。こうした中で地域づくりを自律的に進めていくためには地域内外の連携を育
みながら持続的なまちづくり体制を構築することの重要性を指摘してきた。本研究では, 地
域外の主体も含めた地域自治を「ネットワーク型自治」と名づけ, その構築プロセスを検討
し、提示することを目的とする。 

 
３．研究の方法 
本研究では、社会的な実践内容も含むため、申請者の考え方やその理念に対して地域側の理
解を得たうえで実践する必要がある。 
そこで下記のような方法を用いた。 

（１）地域おこし協力隊の支援ツール開発 
地域の持続性確保を図る上で、まず地域の主体性の醸成が肝要であるが、急速に活動者数の
増える「地域おこし協力隊」ではその目的が十分に共有されていない現状があるため、「地
域を主語とした地域支援」についての啓発を行った上で、このような思考を習得するツール
として「地域おこし協力隊」向けの研修プログラムの開発を行った。 

（２）転出者と地域の関係性と自治の意義について 
また、受け入れ自治体型に対して、協力隊が退任後に地域を離れることを否定的に捉えられ
ないために、地域外から地域をサポートするモデルの提示を行った。また、人口減少を始め
とした「問題」について、人口減少自体が問題なのではなく、人口減少に起因する社会活動
の停滞が問題なのであることを伝えた上で、集落維持を始めとした社会活動を地域自治と
定義し、そこへの地域外住民の参加についての検討を促した。 
また、信頼関係がすでに構築されている地域外主体である「転出子」による地域のサポート
の可能性について、調査検討を進めた。 

（３）先よみワークショップの開発と検証 
そのうえで、地域自身が自らの地域の現状を理解した上で、移住者の受け入れや外部主体の
参画を得るかをも含めて検討する連続ワークショップを開催し、その検証も行った。 

 
４．研究成果 
（１）「地域における自治」の再定義 
これまで「住民自治」と「団体自治」によって整理されてきた「自治」の概念を、この２社
に限定しない多様なネットワークによる「ネットワーク型自治」として認識し、その意思決
定の中核に地域を位置づけることを社会的に提示した。そのうえで、「人口」概念について
も、①経済活動を念頭に置いた「人口」、②自治を念頭に置いた「人口」、③地方交付税の算
定基準などを念頭に置いた統計上の「人口」、として整理し、それぞれ目的に応じた戦略や
手法を検討する必要を提示した。 
 

（２）「先よみワークショップ」による検討プロセスの提示 
本研究を通じて開発した「先よみワークショップ」
を実施することで、複数の地域で住民主体による
活動を生み出すことが出来た。また、このプロセ
スを社会的に提示することで今後も、複数の地域
で同様の取り組みをスタートさせることとなって
いる。（図１） 
 

（３）転出子によるネットワーク型自治の構築 
人口減少および高齢化が進み、地域住民だけでは
地域の自治活動が継続できない地域において、「転
出子懇談会」を通じて、転出子による地域サポー
トの可能性の調査・検討を進め、その成果として、
転出子による荒天時の見守り体制の構築および、
定期的な集落世帯調査の体制を構築した。この取り組みは 2019 年の全国水源の里サミット
において、サポートを担う転出子自身から会場に活動報告がなされている。 

 
図１ 先よみワークショップの流れ 



（４）「関係人口」施策への応用 
2019 年に発表された政府の「第２期まち・ひと・しごと総合戦略」の中で、「関係人口の創
出・拡大」が示されるなど、本研究の主題である「地域外の担い手」に全国的な注目が集ま
っている。一方で、本研究企画の前提である「地域を核とした」部分が抜けた施策が全国で
展開されている現状もあり、総務省等と協働で実施自治体向けの研修プログラムの開発も
行った。 
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